
別紙 

国 有 財 産 の 交 換 計 画 に 対 す る 同 意 書 
 

 
 
 

交換相手方 

住所(居所) 
又は所在地 

 

氏名又は名称 
(代表者名) 

法人
個人 

国が取得する土地の所在地 区 分 種 類 数 量 概算見込価格 備 考 

   
㎡ 円 

 

国が譲渡する土地の所在地 区 分 種 類 数 量 概算見込価格 備 考 

   
㎡ 円 

 

 
国が交換を必要と
する土地の別 
（該当する番号に 
○を付すこと） 

（１）  建築物の敷地の用に供する場合には建築基準法第 43 条の規定に適合

しないこととなる土地 

（２） 財務局長等が著しく不整形と認める土地 

（３）  建物又は構築物の所有を目的とする地上権又は賃借権の目的となって
いる土地 

各省各庁の長 殿 

国有財産特別措置法第９条第２項の規定に基づく交換の計画に同意する。 

年 月 日 

○○財務局長 ○○ ○○ 

 

国 有 財 産 の 交 換 に 関 す る 証 明 書 
 

交換契約年月日 
   

年 
 

月 日 
     

国が取得した土地の明細 

土地の所在地 種 類  数 量  取得価格 取得年月日 備 考 

  
㎡ 円 年 月 日 

 

国が譲渡した土地の明細 

土地の所在地 種 類  数 量  譲渡価格 譲渡年月日 備 考 

  ㎡ 円 年 月 日  

 

交換差金の有無 

 

交換差金を受領した者 

 

交 換 差 金 の 額 

交換受渡資産のいずれか 
高価な価額に対する交換差
金の割合 

有 ・ 無 国 ・ 相手方 
  

金   円   ％ 

 

国有財産特別措置法第９条第２項の規定に基づき交換したことを証明する。 

 
 

年 月 日 各省各庁の長 ○○ ○○ 

※  固定資産の交換の場合の譲渡所得の特例の適用を受ける場合には、この証明書を確定申告書等

に添付してください。 


